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意 見

第１ 審査の概要

１）審査の対象 令和３年度熊取町下水道事業会計決算

２）審査の期間 令和４年６月２１日～令和４年６月２８日

３）実地審査場所 熊取町役場本館３階会議室

４）審査の実施 この審査に当たっては、町長から提出された決算書

類が、法令及び監査基準に基づき下水道事業の財政運

営状況及び経営状況を適正に表示しているか否かを

検証するため、会計帳票、証拠書類との照合、事情聴

取その他の審査を実施した。

次いで、本事業の経営内容を把握するため、計数の

分析を行い、企業の経済性の発揮及び公共性の確保を

主眼として考察した。

第２ 審査の結果

１）決算諸表について

審査に付された決算諸表は、下水道事業の財政運営状況及び経営状況を

適正に表示しているものと認められる。

２）業務量について

本年度における整備済区域内人口は３万５，７８７人で前年度と比較して２

９人増加し、普及率は８３．２％で前年度と比較して０．６ポイント上昇し、

水洗化人口は３万３，９１４人で前年度と比較して４２人増加し、水洗化率は

９４．８％で前年度と比較して０．１ポイント上昇している。また、整備済区

域内世帯は１万５，２６８世帯で前年度と比較して１８８世帯増加し、水洗化

世帯は１万４，３２６世帯で前年度と比較して１７３世帯増加している。さら

に、有収水量について、年間水量は３５２万８，８９９㎥で前年度と比較して

１万５，６３２㎥増加し、一日平均水量は９，６６８㎥で前年度と比較して４

３㎥増加している。

年間布設延長について、町施工の汚水管は８２６．７０ｍで前年度と比較し

て３６５．７１ｍ減少し、民間開発の汚水管は５９．２４ｍで前年度と比較し
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て８１５．４５ｍ減少し、町施工の雨水管は前年度に引き続き実績がなく、民

間開発の雨水管も今年度は実績がなく皆減している。

なお、業務量の推移は表１のとおりである。

３）経営成績について

表２のとおり、本年度の総収益は、１１億３９７万４，１１０円（仮受

消費税及び地方消費税５，０３８万３，０２６円）で、これに対する総費

用は１０億５，８１７万８，７４８円（仮払消費税及び地方消費税１，９

３７万３，８２４円）となり、差引４，５７９万５，３６２円が当年度純

利益となった。なお、当年度未処分利益剰余金は、当年度純利益にその他

未処分利益剰余金変動額８，６１７万７，０００円を加えた１億３，１９

７万２，３６２円となった。

営業収支では、営業収益が５億２４万６，４４０円で、前年度に比べ３

０１万１，９７２円増加し、営業費用は９億２，３６３万７，６５１円で、

前年度に比べ２，２８０万３，１６７円減少している。

また、営業外収支等では、営業外収益等が６億３７２万７，６７０円で、

前年度に比べ２，２１８万５，８５８円減少し、営業外費用等が１億３，

〔表１〕　業務量の推移

増 減

人 43,685 43,589 43,277 43,018 △ 259 △ 0.6 ％

人 35,450 35,569 35,758 35,787 29 0.1 ％

％ 81.1 81.6 82.6 83.2 0.6

人 33,357 33,673 33,872 33,914 42 0.1 ％

％ 94.1 94.7 94.7 94.8 0.1

世帯 14,655 14,867 15,080 15,268 188 1.2 ％

世帯 13,648 13,934 14,153 14,326 173 1.2 ％

㎥ 3,405,388 3,407,761 3,513,267 3,528,899 15,632 0.4 ％

㎥ 283,782 283,980 292,772 294,075 1,303 0.4 ％

㎥ 9,330 9,311 9,625 9,668 43 0.4 ％

町 施 工 ｍ 1,150.60 829.90 1,192.41 826.70 △ 365.71 △ 30.7 ％

民間開 発 ｍ 586.68 1,192.40 874.69 59.24 △ 815.45 △ 93.2 ％

町 施 工 ｍ 0.00 0.00 0.00 0.00 0

民間開 発 ｍ 0.00 61.90 45.48 0.00 △ 45.48 　　 皆減

比　　　　較

対前年度比

行政区域内人口

整備済区域内人口

普及率

水洗化人口

水洗化率

整備済区域内世帯

水洗化世帯

年 間

一 ヶ 月 平 均

一 日 平 均

―

事　　　項 単位 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

有
収
水
量

年
間
布
設
延
長

汚
水
管

雨
水
管
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４５４万１，０９７円で、前年度に比べ１，０２８万３，８２３円増加し

ている。

営業収支が赤字となっている理由については、償却資産を減価償却費と

して営業費用に計上しているためである。また、営業外収支等の黒字の理

由についても、償却資産の取得又は改良時に負債（繰延収益）として発生

する受贈財産、補助金等について、減価償却費や除却費が発生する毎に長

期前受金戻入分として収益化しているためである。

図１は、損益の推移を表したものである。本年度は４，５７９万５千円の純

利益となり、４年連続で純利益を計上している。

〔表２〕収益的収支の推移

上段の数値は税抜額

下段の数値は消費税及び地方消費税額

（単位：千円）

区　　分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

総 収 益 1,079,130 1,081,847 1,123,148 1,103,974

Ａ 39,798 42,311 50,220 50,383

総 費 用 1,034,153 1,040,647 1,070,698 1,058,179

Ｂ 15,267 17,460 19,557 19,374

収支差 引 44,977 41,200 52,450 45,795

Ａ－Ｂ 24,531 24,851 30,663 31,009

収 支 率

Ａ/Ｂ×１００(%)

104.3 104.0 104.9 104.3
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次に、有収水量１㎥当り及び１世帯当りの収益費用についてみると、表３及

び表４のとおりである。

有収水量１ｍ
３
当りの営業収益が、１４１円７６銭、有収水量１ｍ

３
当り

の営業費用が、２６１円７４銭となり、その差は１ｍ
３
当り１１９円９８銭

の損失であり、その他の収支を含めた純損益は、１ｍ
３
当り１２円９８銭の

純利益となった。

〔表３〕　有収水量１ｍ３当りの収益費用対照表

令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度 対 前 年 度 増 減 率 (%)

3,407,761 3,513,267 3,528,899 0.4

営業収益
（下水道使用料＋雨水処理負担金＋手数料）　Ｂ

１ｍ３当り営業収益
Ｂ／Ａ　　 　　　　　　　　　　C

１ｍ３当り営業費用
Ｄ／Ａ　　 　　　　　　　　　　Ｅ

１㎥当り営業収支
Ｃ－Ｅ

△ 127.90 △ 127.86 △ 119.98 －

営業外収益等 　　　　　　　　　Ｆ 594,815,594 625,913,528 603,727,670 △ 3.5

１ｍ３当り営業外収益等
　　Ｆ／Ａ　　　　　　　　　　　 　Ｇ

営業外費用等　　　　　　　　　Ｈ 117,757,159 124,257,274 134,541,097 8.3

１ｍ３当り営業外費用等
Ｈ／Ａ　　 　　　　　　　　　 　Ｉ

１㎥当り営業外収支等
Ｇ－Ｉ

139.99 142.79 132.95 －

総収益　　　　  　　　　　　　　Ｊ 1,081,847,359 1,123,147,996 1,103,974,110 △ 1.7

１ｍ３当り総収益
Ｊ／Ａ　　　　　　　　　　　　 Ｋ

総費用　　　　　　　　　   　　Ｌ 1,040,646,649 1,070,698,092 1,058,178,748 △ 1.2

１ｍ３当り総費用
Ｌ／Ａ 　　　　　　　　　　　Ｍ

１㎥当り純損益
Ｋ－Ｍ

12.09 14.93 12.98 －

令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度 対 前 年 度 増 減 率 (%)

13,934 14,153 14,326 1.2

営業収益
（下水道使用料＋雨水処理負担金＋手数料）　Ｂ

１世帯当り営業収益
Ｂ／Ａ　　 　　　　　　　　　　C

１世帯当り営業費用
Ｄ／Ａ　　 　　　　　　　　　　Ｅ

１世帯当り営業収支
Ｃ－Ｅ

△ 31,280.16 △ 31,739.30 △ 29,554.04 －

営業外収益等 　　　　　　　　　Ｆ 594,815,594 625,913,528 603,727,670 △ 3.5

１世帯当り営業外収益等
　　Ｆ／Ａ　　　　　　　　　　　 　Ｇ

営業外費用等　　　　　　　　　Ｈ 117,757,159 124,257,274 134,541,097 8.3

１世帯当り営業外費用等
Ｈ／Ａ　　 　　　　　　　　　 　Ｉ

１世帯当り営業外収支等
Ｇ－Ｉ

34,237 35,445.23 32,750.71 －

総収益　　　　  　　　　　　　　Ｊ 1,081,847,359 1,123,147,996 1,103,974,110 △ 1.7

１世帯当り総収益
Ｊ／Ａ　　　　　　　　　　　　 Ｋ

総費用　　　　　　　　　   　　Ｌ 1,040,646,649 1,070,698,092 1,058,178,748 △ 1.2

１世帯当り総費用
Ｌ／Ａ 　　　　　　　　　　　Ｍ

１世帯当り純損益
Ｋ－Ｍ

2,956.84 3,705.92 3,196.66 －

区　　　　　　　　　　　　分

有収水量（ｍ３）　　　　　　　　　　Ａ

〔表４〕　１世帯当りの収益費用対照表

区　　　　　　　　　　　　　分

水洗化世帯（世帯）　　　　　　　　Ａ

487,031,765 497,234,468 500,246,440 0.6

142.92 141.53 141.76 0.2

営業費用　　　　　　　　　　　Ｄ 922,889,490 946,440,818 923,637,651 △ 2.4

270.82 269.39 261.74 △ 2.8

174.55 178.16 171.08 △ 4.0

34.56 35.37 38.13 7.8

317.47 319.69 312.84 △ 2.1

305.38 304.76 299.86 △ 1.6

487,031,765 497,234,468 500,246,440 0.6

34,952.76 35,132.80 34,918.78 △ 0.6

営業費用　　　　　　　　　　　Ｄ 922,889,490 946,440,818 923,637,651 △ 2.4

66,232.92 66,872.10 64,472.82 △ 3.6

42,688.07 44,224.80 42,142.10 △ 4.7

8,451.07 8,779.57 9,391.39 7.0

77,640.83 79,357.59 77,060.88 △ 2.9

74,683.99 75,651.67 73,864.22 △ 2.4

営

業

収

支

（
円

）

営
業
外
収
支
等

（
円

）

総

計

（

円

）

営
業
収
支

（
円

）

営
業
外
収
支
等

（
円

）

総
計

（
円

）
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また、１世帯当りの営業収益３４，９１８円７８銭と１世帯当りの営業

費用６４，４７２円８２銭の差は、１世帯当り２９，５５４円４銭の損失

となるが、営業外収支等を含めた純損益は、１世帯当り３，１９６円６６

銭の純利益となっている。

当年度における収益的収支予算と決算の対比を行ってみると、表５のと

おりである。

ア）収益について

収益的収入予算に対する収入率は、全体で１０１．９％である。内訳

としては、営業収益が１０４．４％、営業外収益が９９．６％、特別利

益が９９．９％となっている。予算額と比較すると、営業収益が２，３

２９万３千円上回っているが、営業外収益が２１１万３千円、特別利益

は５千円下回っている。

さらに、事業の収益力を見るために、営業収益対営業損益率及び営業

収益対純利益率をみると表６のとおりである。

〔表５〕　収益的収支予算・決算対照表

予　　　算 決　　　算 増　　　減 収入・支出率(%)

収 益 525,911 549,204 23,293 104.4

費 用 967,114 942,962 △ 24,152 97.5

収 益 597,580 595,467 △ 2,113 99.6

費 用 108,210 97,682 △ 10,528 90.3

特 別 利 益 9,649 9,644 △ 5 99.9

特 別 損 失 等 51,313 48,791 △ 2,522 95.1

総 収 益 Ａ 1,133,140 1,154,315 21,175 101.9

総 費 用 Ｂ 1,126,637 1,089,435 △ 37,202 96.7

（ Ａ － Ｂ ） 6,503 64,880 58,377 －

総
　
計

数値は税込額（単位：千円）

区　　　　　　　　分

営
業

営
業
外

そ
の
他
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営業収益に対する営業損益率は、△８４．６％となり、営業収益に対

する純利益率は、９．２％となった。

総収益の内訳推移表は、表７のとおりである。

営業収益は、前年度と比べて３０１万２千円の増加となった。これは、

雨水処理負担金が２２６万７千円、下水道使用料が８４万２千円増加した

ことなどによるものである。

また、営業外収益は、前年度に比べて１，８０４万２千円の減少となっ

た。これは、他会計補助金が６５６万６千円、長期前受金戻入が８８０万

４千円それぞれ減少したことなどによるものである。

さらに、特別利益は、前年度に比べて、流域下水道負担金精算返納金が

〔表６〕　営業収益対営業損益率及び営業収益対純利益率の推移
数値は税抜額（単位：千円）

区 分 平 成 ３０ 年 度 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

営業損益（Ａ－Ｂ）　　Ｃ △ 416,040 △ 435,857 △ 449,207 △ 423,412

営業収益対営業損益率
Ｃ／Ａ×１００（％）

純利益（Ｄ－Ｅ）　　Ｆ 44,977 41,200 52,450 45,795

営業収益対純利益率
Ｆ／Ａ×１００（％）

営業収益　　　　Ａ 488,905 487,032 500,246

営業費用　　　　Ｂ 904,945 922,889 923,658

497,234

946,441

△ 85.1 △ 89.5 △ 84.6

総収益　　　　 Ｄ 1,079,130 1,081,847 1,103,974

△ 90.3

1,123,148

総費用　　　　 Ｅ 1,034,153 1,040,647 1,058,179

9.2 8.5 9.2

1,070,698

10.5

〔表７〕　総収益の内訳推移表 数値は税抜額（単位：千円）

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度

決 算 額 決 算 額 決 算 額 決 算 額 対前 年度 増 減 対前年度増減率（％）

488,905 487,032 497,234 500,246 3,012 0.6

下 水 道 使 用 料 478,329 477,167 488,559 489,401 842 0.2

雨水処理負担金 10,291 9,489 8,384 10,651 2,267 27.0

その他営業収 益 285 377 291 195 △ 96 △ 33.0

571,080 585,466 613,002 594,960 △ 18,042 △ 2.9

他 会 計 補 助 金 166,551 173,127 186,209 179,643 △ 6,566 △ 3.5

長期前受金戻入 398,852 401,972 412,018 403,214 △ 8,804 △ 2.1

雑 収 益 5,677 10,367 14,775 12,103 △ 2,672 △ 18.1

19,145 9,350 12,911 8,768 △ 4,143 △ 32.1

1,079,130 1,081,847 1,123,148 1,103,974 △ 19,174 △ 1.7

令 和 ３ 年 度

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

総 収 益

区 分
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減少したことにより、４１４万３千円の減少となった。

その結果、総収益額は、１，９１７万４千円の減少となった。

収益的収入の営業収益、営業外収益等別の推移を表したのが図２である。

収益的収入に占める営業収益、営業外収益、特別利益の割合は、それぞ

れ４５．３％、５３．９％及び０．８％となった。

イ）費用について

収益的支出予算の執行率は９６．７％で、支出額は１０億８，９４３

万５千円（うち消費税及び地方消費税１，９３７万４千円）となってい

る。不用額は、３，７２０万２千円である。

また、費用構成については、表８に示すように、職員給与費が２８９

万４千円、流域下水道管理費が１，４８７万８千円、減価償却費が４４

４万３千円増加したものの、支払利息が１，１８２万１千円、委託料や

構成比率 （単位：％）

区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

営業収益 45.3 45.0 44.3 45.3

営業外収益 52.9 54.1 54.6 53.9

特別利益 1.8 0.9 1.1 0.8

計 100.0 100.0 100.0 100.0
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負担金、補助及び交付金、資産減耗費等によるその他が２，２９１万３

千円減少したことにより、総費用額では１，２５１万９千円減少となっ

た。

図３に示すように本年度の経常費用中に占める割合は、職員給与費（６．

８％）、流水下水道管理費（１３．８％）、減価償却費（６１．５％）、支

払利息（７．９％）、その他（１０．０％）となっている。

〔表８〕　費用構成（特別損失除く。）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 対前年度増減 対前年度増減率（％）

職 員 給 与 費 57,621 68,136 69,328 72,222 2,894 4.2

流 域 下 水 道 管 理 費 141,261 142,888 130,741 145,619 14,878 11.4

減 価 償 却 費 641,467 647,066 645,915 650,358 4,443 0.7

支 払 利 息 123,269 109,786 96,316 84,495 △ 11,821 △ 12.3

そ の 他 70,535 72,771 128,398 105,485 △ 22,913 △ 17.8

計 1,034,153 1,040,647 1,070,698 1,058,179 △ 12,519 △ 1.2

数値は税抜額（単位：千円）

構成比率（単位：％）
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

職 員 給 与 費 5.6 6.5 6.5 6.8

流域下水道管理費 13.7 13.7 12.2 13.8

減 価 償 却 費 62.0 62.2 60.3 61.5

支 払 利 息 11.9 10.6 9.0 7.9

そ の 他 6.8 7.0 12.0 10.0

計 100.0 100.0 100.0 100.0
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４）資本的収支について

本年度における資本的収支の決算額（税抜）は、

資本的収入 ６億２，３７５万７１３円

（仮受消費税及び地方消費税０円）

資本的支出 ８億６，２４５万６，８４７円

（仮払消費税及び地方消費税２，９６９万６，７０６円）

差 引 △２億３，８７０万６，１３４円となっている。

ア）資本的収入について

資本的収入の内訳は、表９のとおりである。

※構成比は単純四捨五入としているため、合計が１００％にならない場合があります。

企業債は、前年度に比べて、公共下水道事業債が５，２７０万円増加

したものの、流域下水道事業債が１，３１０万円、資本費平準化債が借

換債を含めて９，５４０万円減少したことにより、総額で５，５８０万

円の減少となっている。

負担金は、前年度に比べて、受益者負担金が７６万８千円、下水道接

続負担金が６６万９千円増加したことなどにより、１４３万７千円の増

加となっている。

補助金は前年度に比べて２，０１７万円増加し、他会計出資金は前年

度に比べて１，６３７万８千円減少している。

〔表９〕資本的収入の内訳

金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%)

企 業 債 447,200 66.3 391,400 62.7 △ 55,800 △ 12.5

負 担 金 7,134 1.1 8,571 1.4 1,437 20.1

補 助 金 105,000 15.6 125,170 20.1 20,170 19.2

他 会 計 出 資 金 114,988 17.1 98,610 15.8 △ 16,378 △ 14.2

計 674,322 100.0 623,751 100.0 △ 50,571 △ 7.5

数値は税抜額（単位：千円）

令和２年度 令和３年度
区　　　分 対前年度増減 対前年度増減率(%)
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イ）資本的支出について

資本的支出の内訳は、表１０のとおりである。

企業債償還金は、前年度に比べて７，４６９万１千円の減少となっている。

建設改良費は、前年度に比べて５，１４１万７千円の増加となっている。

建設改良費の主なものは、久保二丁目地内におけるマンホールポンプ

設備工事（Ｒ３－１）１，２６９万６千円、大久保中二丁目地内等にお

けるマンホールポンプ施設更新工事（Ｒ３－１）２，６００万円、久保

三丁目地内における公共下水道布設工事（Ｒ３－１）５，１７０万８千

円、小垣内三丁目地内等における公共下水道布設工事（Ｒ３－３）３，

９８６万９千円、大久保南一丁目地内における公共下水道布設工事（Ｒ

３－４）２，９２１万３千円、大久保西地内における公共下水道工事（Ｒ

３－５）２，１３５万円でその総額は１億８，０８３万６千円となって

いる。建設改良費の残り１億７，６８０万１千円のうち、主なものは流

域下水道建設費負担金や実施設計委託料（整備分）、調査委託料（更新

分）、移設補償費（整備分）等である。

５）資産の状態について

貸借対照表構成比率は、表１１のとおりである。

〔表１０〕資本的支出の内訳

金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%)

建 設 改 良 費 306,220 34.6 357,637 41.5 51,417 16.8

企 業 債 償 還 金 579,511 65.4 504,820 58.5 △ 74,691 △ 12.9

計 885,731 100.0 862,457 100.0 △ 23,274 △ 2.6

数値は税抜額（単位：千円）

令和２年度 令和３年度
区　　　分 対前年度増減 対前年度増減率(%)
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※金額は千円以下を四捨五入としているため、合計額と一致しない場合があります。

ア）資産について

本年度末の総資産額は、１７２億９，４８１万９千円で前年度に比べ

て２億５，５７５万１千円の減少となっている。資産の大半は固定資産

で、本年度総資産に占める割合は９７．６％であった。

イ）負債について

負債合計は、１５３億９，６５７万４千円で前年度に比べて４億１，

５万５千円の減少となっている。

これは、前年度に比べて、固定負債のうち、企業債が１億１，９１６

万７千円、繰延収益が２億７，２８９万３千円それぞれ減少したことな

どによるものである。

ウ）資本について

資本金合計は、１６億５，３７０万６千円で前年度に比べて９，８６

１万１千円の増加となっている。

これは、一般会計出資金を資本金に９，８６１万１千円繰り入れたこ

とによるものである。

剰余金合計は、２億４，４５３万９千円で前年度に比べて４，５７９

万５千円の増加となっている。

これは、減債積立金が３，３７２万７千円減少したものの、当年度未

処分利益剰余金が７，９５２万２千円増加したことによるものである。

〔表１１〕貸借対照表構成比率推移

金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%)

17,929,024 100.0 17,699,730 100.0 17,550,570 100.0 17,294,819 100.0 △ 255,751 △ 1.5

固 定 資 産 17,646,550 98.4 17,422,859 98.4 17,168,372 97.8 16,880,556 97.6 △ 287,816 △ 1.7

流 動 資 産 282,474 1.6 276,871 1.6 382,198 2.2 414,263 2.4 32,065 8.4

16,523,725 92.2 16,113,328 91.0 15,796,729 90.0 15,396,574 89.0 △ 400,155 △ 2.5

固 定 負 債 5,334,045 29.8 5,127,466 29.0 5,073,199 28.9 4,954,942 28.6 △ 118,257 △ 2.3

流 動 負 債 804,854 4.5 750,828 4.2 689,965 3.9 680,960 3.9 △ 9,005 △ 1.3

繰 延 収 益 10,384,826 57.9 10,235,034 57.8 10,033,565 57.2 9,760,672 56.4 △ 272,893 △ 2.7

1,405,299 7.8 1,586,402 9.0 1,753,839 10.0 1,898,245 11.0 144,406 8.2

資 本 金 1,300,206 7.2 1,440,108 8.1 1,555,095 8.9 1,653,706 9.6 98,611 6.3

剰 余 金 105,093 0.6 146,294 0.8 198,744 1.1 244,539 1.4 45,795 23.0

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

資 産
（ 負 債 ・ 資 本 合 計 ）

負 債

資 本

区 分
Ｒ３-Ｒ２
増減

Ｒ３-Ｒ２
増減率（％）
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６）経営分析について

主な経営指標については、表１２のとおりである。

表１２を見ると、固定資産対長期資本比率は１０１．６％で、前年度よ

り０．２ポイント低下している。これは、固定資産に対する調達原資の適

合関係を判断するもので、１００％以下であることが望ましいとされてい

る。

自己資本構成比率は６７．４％で、前年度より０．２ポイント上昇して

いる。これは、負債資本合計に占める自己資本の割合を示すもので、この

比率が高いほど経営の安全性が高いとされている。

流動比率は６０．８％で、前年度より５．４ポイント上昇している。こ

れは１年以内に支払わなければならない負債に対する支払能力を判断す

るための比率であり、流動性を確保するためには流動資産が流動負債の２

倍（２００％）以上あることが望ましいとされている。

営業収支比率は５４．２％で、前年度より１．７ポイント上昇している。

これは、経済活動での収支の均衡状況を図る指標として、１００％以上が

望ましいとされているが、減価償却費を営業費用に計上し、長期前受金戻

入を営業外収益に計上しているため、これを下回っている。

経常収支比率は１０８．５％で、前年度より２．７ポイント上昇してい

る。これは、経常費用に対する経常収益の割合を示すもので、独立採算性

の原則により１００％以上が望ましいとされている。

７）むすび

下水道事業会計決算審査の概要は、以上のとおりである。

〔表１２〕経営分析

令和２年度 令和３年度

固 定 資 産 対 固定資産

長 期 資 本 比 率 （ ％ ） 資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負債資本合計

流動資産

流動負債

営業収益-受託工事収益

営業費用-受託工事費用

経常収益

経常費用
経 常 収 支 比 率 （ ％ ） ×１００ 105.8 108.5 2.7

営 業 収 支 比 率 （ ％ ） ×１００ 52.5 54.2 1.7

流 動 比 率 （ ％ ） ×１００ 55.4 60.8 5.4

自己資本構成比率（％） ×１００ 67.2 67.4 0.2

比率
項            目 算                 式 対前年度増減

×１００ 101.8 101.6 △ 0.2
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まず、業務量について、整備済区域内人口は３万５，７８７人で普及率

は８３．２％、水洗化人口は３万３，９１４人で水洗化率は９４．８％と

なり、年間有収水量は３５２万８，８９９㎥となった

次に、有収水量１ｍ
３
当りの総収益が３１２円８４銭で前年度より６円

８５銭減少、有収水量１ｍ
３
当りの総費用が２９９円８６銭で前年度より

４円９０銭減少し、有収水量１ｍ
３
当りの収支は１２円９８銭の純利益を

確保できた。

その結果、令和３年度の決算は、事業収益１１億３９７万４，１１０円、

事業費用１０億５，８１７万８，７４８円、差引４，５７９万５，３６２

円の当年度純利益となり、４年連続で黒字決算となったことは評価できる

が、前年度よりも減少している。また、大久保など旧の整備地区の人口減

少により行政区域内の人口が減少する中、計画的に整備を推進し、水洗化

世帯の増加等により有収水量が増加している点は評価できるものの、前年

度に引き続きコロナウイルスの感染拡大防止対策により在宅時間が増加

した影響が要因であると考えられ、一時的なものであると考えられる。

さらに、当年度純利益は、主に現金収入を伴わない長期前受金戻入など

により確保されたものが大きく、健全で持続的に事業を運営するためには、

現金収入を伴う収益の確保が必要である。

また、令和３年度は一時借入金の借入が必要な事態は生じなかったもの

の、流動比率を見れば明らかであるように、現金が潤沢に確保されている

とは言えないことから、今後も現金不足を回避するために更なる現金預金

の確保に努められたい。

最後に、今後は人口減少等により下水道使用料収入が減少する一方で、

下水道施設の増加に伴い維持管理費用の増加が予想される等、熊取町下水

道事業を取り巻く状況は大変厳しい状況にあるが、健全で持続的に事業を

運営し次の世代へ引き継ぐため、熊取町下水道ビジョン（経営戦略）に基

づき、計画的かつ効率的な整備及び維持管理を行い、また、使用料の改定

にあたっても住民の負担に十分に配慮をしつつ、丁寧な説明を心がけなが

ら計画的に実施し、経営基盤の強化や経営の効率化に資するよう努められ

たい。


